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地域医療構想及び医療計画の策定の枠組み

【地域医療構想策定ガイドライン】

【医療法第30条の３の３第12項】

厚生労働大臣は、地域医療構想の作成の手法

その他地域医療構想の作成上重要な技術的事

項について、必要な助言をすることができる。 【地域医療構想】
○将来の医療提供体制の基本的な方向 ○医療機関機能・病床の機能の分化及び連携の推進

○構想区域 ○外来医療及び在宅医療に係る医療提供体制の確保、

○将来の医療機関機能の見通し 医療と介護の連携、医療従事者確保

○将来の病床数の必要量 ○医療機関機能・病床の機能に関する情報提供の推進

【医療法第30条の３の３第１項】

都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、地域医療構想を定める。

国（厚生労働大臣） 都道府県

【疾病・事業及び在宅医療に係る
医療体制構築に係る指針】

【医療計画作成指針】

【医療法第30条の８第１項】

厚生労働大臣は、医療計画の作成の手法その

他医療計画の作成上重要な技術的事項につい

て、必要な助言をすることができる。

【医療法第30条の４第１項】

都道府県は、基本方針及び地域医療構想に即して、かつ、地域の実情に応じて、医療計画を定める。

【医療計画】
○疾病・事業ごとの医療体制

・ がん / 脳卒中 / 心筋梗塞等の心血管疾患

糖尿病 / 精神疾患

・ 救急医療 / 災害時における医療

へき地の医療 / 周産期医療

小児医療（小児救急含む）

・ 在宅医療

・ 新興感染症等の感染拡大時における医療

・ その他特に必要と認める医療
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○外来医療の提供体制の確保

（外来医療計画）

○かかりつけ医機能の確保

○医師の確保（医師確保計画）

○医療従事者（医師を除く）の確保

○医療の安全の確保

○二次医療圏・三次医療圏の設定

○医療提供施設の整備目標

○医師少数区域・医師多数区域の設定

○基準病床数 等

地
域
医
療
構
想

医
療
計
画

即して
定める

即して定める

【医療法第30条の３第１項】厚生労働大臣は、基本方針を定める。

【基本方針（大臣告示）】医療提供体制の確保に関する基本方針



医療計画の概要

医 療 計 画

疾病・事業及び在宅医療に
係 る 医 療 体 制 の 確 保

５ 疾 病

・ 救急医療

・ 災害時における医療

・ 新興感染症発生・まん延時における医療

・ へき地の医療

・ 周産期医療

・ 小児医療(小児救急医療を含む)

※ 都道府県知事が特に必要と認める医療を含む

在 宅 医 療

地
域
の
実
情
に
応
じ
、
事
業
ご
と
の
圏
域
を
設
定

外来医療の提供体制の確保
（外来医療計画）

医療従事者(医師を除く。)
の確保

医師の確保
（医師確保計画）

医 療 圏 ・ 基 準 病 床 数

医療提供施設の整備目標

・療養病床及び一般病床

・ 精神病床

・ 結核病床

・ 感染症病床

二次医療圏単位で設定

330医療圏（2024年４月現在）

都道府県単位で設定

・ がん

・ 脳卒中

・ 心筋梗塞等の心血管疾患

・ 糖尿病

・ 精神疾患

計画期間：６年間（中間年で必要な見直しを実施。）

※現行の第８次医療計画の期間は2024年度～2029年度。

医 療 の 安 全 の 確 保

かかりつけ医機能の確保

※令和９年４月時点
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2040年に向けた地域医療構想について

○ 2040年頃に向けて、医療・介護の複合ニーズを抱える85歳以上の高齢者の増加、人材確保の制約、地域差の拡大が想定される。

○ 増加する高齢者救急・在宅医療の需要への対応、医療の質や医療従事者の確保、地域における必要な医療機能の維持が求められる。

入院医療

持続可能な急性期医療の確保

• 急性期の医療需要の見込み等を踏まえ、

急性期症例の集約化や、手術・救急医

療の役割分担等について協議

高齢者救急の受入体制の整備

• 高齢者救急の考え方を踏まえた、救急

の実施基準への反映や入院早期からの

リハビリ等の推進

外来医療

外来医療提供体制の維持

• 外来医療の需要見込みや地域の資源等

を踏まえ、休日・夜間を含めた提供体

制の整備やアクセス確保の取組を検討

人材確保

地域における医療人材の確保

• 大学病院本院と連携し、地域医療構想

全体を踏まえた人的協力について協議

• 看護師等の人材確保の方向性を反映

介護との連携

医療と介護の複合ニーズへの対応

• 慢性期の医療需要を一体的に把握し、

介護保険施設の活用方向性を協議

• 医療と介護の相互理解の推進

構想区域の見直し

医療機関機能報告の新設

在宅医療の受け皿の整備

• 在宅医療、介護保険施設、療養病床を

一体的に捉え受け皿を整備

• 多職種連携の取組等の推進

在宅医療

背景

• 入院医療だけでなく、外来・在宅医療、介護との連携、人材確保を含めたあるべき医療提供体制の実現に資する地域医療構想を策定。

• 2040年やその先を見据え、医療機関の役割分担を明確化し、医療機関機能に着目した医療機関の連携・再編・集約化を推進。

分野ごとの取組

医療機関の連携・再編・集約化など医療提供体制構築のための議論や、必要病床数の運用

の単位として、人口20万人以上を基本としつつ、地域の実情を踏まえ柔軟に設定

病床機能報告・必要病床数の見直し

病床機能区分について回復期を包括期とした上で、2040年の必要病床数について地域医療

構想の取組等を踏まえた推計を実施し、病床機能の分化・連携を推進

医療機関機能の確保の協議を通じて将来の医療提供体制の確保の取組を推進

急性期拠点機能

在宅医療等連携機能 専門等機能

・人口20万～30万に１つを目安に確保

・手術等の医療資源を多く要する医療を集約して提供

・地域での在宅医療の提供

・他の施設等と連携した24時間対応等の実施

・集中的なリハビリテーション、中長期にわたる入院
医療、有床診療所の担う地域に根ざした診療、一部
の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を提供

・都道府県と連携した人的協力 ・広域的に担うべき医療の提供、人材の育成

医育及び広域診療機能（大学病院本院）

・高齢者をはじめとした救急搬送の受入

・入院早期からのリハビリ･退院調整等の実施

高齢者救急・地域急性期機能

具体的な施策
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地域医療構想の検討体制

地域医療構想調整会議
○ 都道府県は、都道府県単位（都道府県調整会議）及び各構想区域単位（区域調整会議）で地域医療構想調整会議を設置。
○ 参加者については、全般的事項については関係者全員が参加し、個別医療機関が関係する協議については特に関係する者に限って
参加する等、議題に応じて柔軟に設定する。

○ 構想区域よりも狭い単位で検討することが適当な場合等、協議内容や課題の性質に応じて、既存の協議体の活用やワーキンググ
ループの設置等により協議を進める。

他部局等との連携
○ 新たな地域医療構想は、医療提供体制全体の課題解決を図るものであることを踏まえ、都道府県は、例えば、以下のように他部局
等と連携を図ることが重要。
介護担当部局、市町村
・ 介護保険事業（支援）計画の担当部局として、慢性期の医療需要への対応や退院後の生活支援の観点から、介護保険施設や居
宅サービスの整備状況、高齢者施設等の協力医療機関の確保状況、療養病床の整備状況等を共有するなど、情報共有を検討。

薬務担当部局、市町村等
・ 在宅医療における訪問歯科診療、訪問薬剤管理指導等を含む多職種連携の取組について具体的に検討。
地域交通担当部局、都市計画担当部局、市町村等
・ 医療機関への通院手段等に係る課題の共有や、立地適正化計画等のまちづくり計画との連動を検討。

協議の運営
○ 住民参加の推進に加え、対応案の公表や説明会の実施、パブリックコメント等により、住民からの意見を把握することが重要。
○ 地域医療構想調整会議については、介護や精神保健・障害福祉、公共交通政策等といった事項や、診療報酬上要件とされている事
項等について、地域の医療提供体制に関する意見を聴く場として活用することも可能。

• 地域医療構想の策定に当たっては、都道府県が主体となり、地域医療構想調整会議等における関係者との協議を通

じて、課題や対応等の検討が必要となる。医療提供体制の構築だけでなく、介護との連携やまちづくり等の様々な

観点が重要であり、県庁内の他部局等との連携体制の構築等、協議に必要な体制を整備することが求められる。

（主な参加者）

医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体、有床診療所団体等の医療関係者、関係医療機関、大学病院本院、保険者、
市町村、介護関係団体、住民、地域医療構想アドバイザー等
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医療機関機能について

医療機関機能の考え方

○ 医療機関機能に着目して、地域の実情に応じて、｢治す医療｣を担う医療機関と｢治し支える医療｣を担う医療機関の役割分担を明確化し、

医療機関の連携･再編･集約化が推進されるよう、医療機関（病床機能報告の対象医療機関）から都道府県に、地域で求められる役割を担

う｢医療機関機能｣を報告。地域の医療提供体制の確保に向けて地域で協議を行うとともに、国民･患者に共有。

○ 構想区域ごとに求められる医療提供機能、より広域な観点から医療提供体制の維持のために必要な機能を設定。

構想区域ごとの医療機関機能

広域な観点での医療機関機能

具体的な内容

高齢者救急・地域急性期機能 • 高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れるとともに、必要に応じて専門病院や施設等と協力･連携
しながら、入院早期からのリハビリ･退院調整等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリ等
の提供を確保する

急性期拠点機能 • 地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資するよう、手術や救急医療等の医療資
源を多く要する症例を集約化した医療提供を行う。

※ 人口20～30万人に１つを目安として、構想区域ごとに確保すべき医療機関数を設定。

在宅医療等連携機能 • 地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問介護等と連携した24時間の対
応や入院対応を行う。

※ 在宅医療の提供を行う、又は主として在宅医療の後方支援を担う等、地域ごとに求められる役割を検討し報告。
また、地域の実情に応じ、高齢者救急・地域急性期機能や急性期拠点機能と併せて報告することも可能。

専門等機能 • 上記の機能にあてはまらない、集中的なリハビリテーション、高齢者等の中長期にわたる入院医療機
能、有床診療所の担う地域に根ざした診療機能、一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行
う。

※ 有床診療所について、高齢者救急の受入や在宅医療の提供・後方支援を積極的に担っている場合、それぞれ高齢
者救急・地域急性期機能、在宅医療等連携機能を報告することも考えられる。

医育及び広域診療機能 • 大学病院本院が担う、広域な観点で担う常勤医師や代診医の派遣、医師の卒前･卒後教育をはじめとし
た医療従事者の育成、広域な観点が求められる診療を総合的に担い、また、これらの機能が地域全体
で確保されるよう都道府県と必要な連携を行う。

※ 大学病院本院は、医育及び広域診療機能のみを報告し、構想区域ごとの医療機関機能については報告しない。
また、大学病院本院以外の医療機関について、医育及び広域診療機能を報告することはしない。

※高齢者医療においては、あらゆる段階において、マルチモビディティ（多疾病併存状態）患者へのリハビリを含む、治し支える医療の観点が重要
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医療機関機能報告について

医療機関機能報告制度の概要

医療機関機能の報告について
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○ 医療機関機能においては、2040年やその先に向けた医療機関の役割分担を明確化するため、医療
機関（病院及び有床診療所）が都道府県に対して、現時点で担っている医療機関機能及び2040年に

おいて担う医療機関機能を報告する。

○ 医療機関機能の確保に向けた協議のため、医療機関は協議に資する診療実績等を併せて報告する
こととし、従来の病床機能報告と一体として運用する。

＜留意点＞

• 2028年度以降に、医療機関が報告する医療機関機能の見直しを行う場合には、必要に応じて、地域医療構想調整会議において当該医療機関の医

療機関機能の報告内容や医療提供体制への影響について確認する。

• 医療機関機能は、診療報酬上の入院料の種類等のみをもって機械的に決定されるものではなく、診療報酬上の入院料や各種加算等の届出状況を

目安として協議を行う場合であっても、地域における診療実態等を総合的に検討し協議を行う。

• 医療機関機能と病床機能については、必ずしも一対一で対応するものではないが、急性期拠点機能を報告する医療機関は高度急性期機能・急性

期機能の病床を有し、高齢救急・地域急性期機能を報告する医療機関は包括期機能の病床を有することが想定される。

○ 2040年において担う医療機関機能については、協議において、急性期拠点機能について確保すべ
き数を設定した上で、遅くとも2028年度までに決定、報告し、当該報告以降については、協議の

調ったものを報告する。

○ 在宅医療等連携機能については、地域の実情を踏まえ、高齢者救急・地域急性期機能や急性期拠
点機能を担う医療機関が併せて報告することは想定される。一方、高齢者救急・地域急性期機能と

急性期拠点機能については、医療資源を多く要する医療や高齢者救急の役割分担を明確化するため

のものであり、両機能を併せて報告しない。



病床機能報告について

病床機能報告制度の概要

○ 病床の機能分化・連携に向け、医療機関（病院及び有床診療所）は、現状の病床機能と2040年時点の病床機能

について、病棟単位で自主的に選択し、都道府県に対して報告する。

病床機能の報告について

○ 病床の機能区分については、2040年に向けて増加する高齢者救急等の受け皿として急性期と回復期の機能を併

せ持つ機能が重要となること等を踏まえ、これまでの４区分のうち、「回復期機能」について、「包括期機能」と

して位置づけを見直している。

○ 報告に当たっては、一定の客観性をもった報告となるよう、各機能区分に対応する目安となる診療報酬上の入院

料の種類も参照するが、診療報酬上の入院料の種類のみをもって機械的に決定されるものではないことに留意する。

○ 有床診療所については、地域の医療ニーズに対応して担う多様な役割を踏まえ、報告する病床機能を選択する。

機能区分 機能の内容 目安となる入院料の例

高度急性期機能 ・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度の特に高い医療を提供する機能

• 救命救急入院料
• 特定集中治療室管理料
• 小児特定集中治療室管理料
• 新生児特定集中治療室管理料 等

急性期機能 ・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能
• 急性期病院A、B一般入院料
• 急性期一般入院料１～６
• 小児入院医療管理料１～３ 等

包括期機能

・高齢者等の急性期患者について、治療と入院早期からのリハビリテーション等を行い、早期
の在宅復帰を目的とした治し支える医療を提供する機能
・急性期を経過した患者に対し、在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能
・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅
復帰を目的としたリハビリテーションの提供を集中的に行う機能（回復期リハビリテーション
機能）を含む

• 地域一般入院料１～３
• 地域包括医療病棟入院料
• 回復期リハビリテーション病棟入院料
• 地域包括ケア病棟入院料 等

慢性期機能
・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
・特に、長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）や筋ジストロ
フィー患者、難病患者等を入院させる機能を含む

• 療養病棟入院料１～２
• 障害者施設等入院基本料（7:1～15:1）
• 特殊疾患病棟入院料 等

病床の機能区分と目安となる入院料の例

※新たに追加

※回復期機能を見直し
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地域医療構想の取組の推進に向けたデータ活用支援

地域別の病床機能、将来の需要推計等の見える化、公表

○ 都道府県別・構想区域別に、病床機能報告上の病床数と必要量、
医療機関の診療実績、医師数等を見える化しホームページで公表。

○ 構想区域別に、患者の流出入率、将来の医療需要推計（在宅
（訪問診療）需要推計、外来需要推計）について、ホームページ
で公表。

【構想区域の医療機関の病床数、診療実績等】

病床機能報告等のオープンデータの公表

○ 病床機能報告及び外来機能報告により報告された各医療機関の
データについて、オープンデータとして整理し、公表。

○ 病床機能報告及び外来機能報告のデータは、主として、各地域
における医療提供体制に関する議論の基礎資料として活用。

データ分析支援

• 都道府県及び医療機関の連携のもと、地域医療構想の取組が地域の実情に応じて推進されるよう、地域別の病床機
能等の見える化や病床機能報告等のデータの公開、データ分析支援等を行っている。

○ 都道府県において地域の現場感覚とマッチしたデータ分析が可
能となるよう、データ分析体制の構築を支援。

○ 分析事例を集積し、分析体制のベストプラクティスを検討・実
践し、都道府県が自立的に分析・企画・立案できる体制を整備。

重点支援区域等に対する技術的支援

○ 地域医療構想における医療機関単位での連携・再編・集約化
等や重点支援区域等における再編統合の協議を支援する観点か
ら、再編事例、法令、公開情報等の調査、データ分析等の技術
的支援を実施。

【将来の需要推計】
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2040年頃に向けた医療の課題

Ⅰ．将来の人口構造の変化と求められる医療需要

○ 地域ごとにみると、生産年齢人口はほぼ全ての地域で減少し、高齢人口は、大都市部では増加、過疎地域では減少、地方都市部では高齢人口が増加する
地域と減少する地域がある。

○ こうした地域差の拡大に伴い、地域ごとの課題や地域に求められる医療提供体制のあり方はそれぞれ異なったものとなる。

≪入院患者数が最大となる年（二次医療圏別）≫ ≪2025年→2040年の年齢区分別人口の変化の状況（構想区域（337区域）別）≫

Ⅱ．生産年齢人口の減少に伴う、医療従事者の確保の課題

○ 生産年齢人口の減少に伴い、医療従事者の確保が更に困難となる中、働き方改革等とあわせて、医療DX等を着実に推進していくことが重要。

○ 医師については、人口が減少する中での医師養成のあり方や医師偏在が課題となっているほか、特に診療所の医師は高齢化しており、診療所数は人口が少
ない二次医療圏では減少傾向、人口の多い二次医療圏では増加傾向にある。

○ 歯科医師、看護師等の医療従事者についても、将来にわたって医療提供体制を確保するため、その養成のあり方や偏在等の課題、専門性を発揮した効果的
な活用の重要性が指摘されている。

○ これらの課題に対応し、85歳以上の高齢者の増加や人口減少がさらに進む2040年以降においても、全ての地域・全ての世代の患者が、適切な医療・介護
を受け、必要に応じて入院し、日常生活に戻ることができ、同時に、医療従事者も持続可能な働き方を確保することを目指す。

2040年に向けて、総合的な改革によって、より質の高い医療やケアを効率的に提供する体制を構築

年齢区分別人口の変化率の平均値

生産年齢人口 高齢人口

●大都市型 -11.9% 17.2%
●地方都市型 -19.1% 2.4%
●過疎地域型 -28.4% -12.2%

大都市型 ：人口が100万人以上（又は）人口密度が2,000人/km2以上
地方都市型：人口が20万人以上（又は）人口10～20万人（かつ）人口密度が200人/km2以上
過疎地域型：上記以外

▲40.0%

▲20.0%

-

20.0%

40.0%

▲50.0% ▲30.0% ▲10.0% 10.0%

高齢人口が減少する地域は
５割程度（183区域）

高
齢
人
口
の
変
化
率

生産年齢人口の変化率

出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）、総務省「住民
基本台帳人口」（2018年）、「人口推計」（2017
年）及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地
域別将来推計人口（2023年推計）」を基に厚生労働
省医政局地域医療計画課において推計。

：2020年以前に最大

：2025年に最大

：2030年に最大

：2035年に最大

：2040年以降に最大
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2040年の医療需要について①

出典：2022年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2022年10月１日
人口（総務省統計局人口推計）から作成

85歳以上の人口の推移年齢階級別の要介護認定率
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（資料）将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
（令和５(2023)年４月推計）出生中位（死亡中位）推計

2020年までの実績は、総務省統計局「国勢調査」（年齢不詳人口を按分補正した人口）
歳

• 要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。

• 2025年度以降、85歳以上の人口は、2040年に向けて引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズ
を持つ者が一層多くなることが見込まれる。
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2040年の医療需要について②

資料出所：消防庁データを用いて、救急搬送（2019年度分）の件数を集計したものを、2020年1月住民基本台帳人口で把握した都道府県別
人口で除して年齢階級別に利用率を作成し、地域別将来推計人口に適用して作成。
※ 救急搬送の１月当たり件数を、年齢階級別人口で除して作成。
※ 性別不詳については集計対象外としている。また、年齢階級別人口については、年齢不詳人口を除いて利用した。

2020年から2040年にかけて、75歳以上の救急搬送は36％増、

うち85歳以上の救急搬送は75％増と見込まれる。

救急搬送の増加

34 31 27 

160 157 
133 

79 67 
76 

121 141 
119 

117 
139 205 

510 
536 

560 

0

100

200

300

400

500

600

2020 2025 2040

年齢階級別の救急搬送の件数の将来推計
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出典：厚生労働省「患者調査」（2017年）
総務省「人口推計」（2017年）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」
を基に地域医療計画課において推計。

2020年から2040年にかけて、75歳以上の訪問診療の需要は

43％増、うち85歳以上の訪問診療の需要は62％増と見込まれる。

在宅医療需要の増加
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年齢階級別の訪問診療患者数の将来推計
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年

• 医療・介護の複合ニーズを有する85歳以上の高齢者が増加することが見込まれる中、2020年から2040年にかけ
て、85歳以上の救急搬送は75％増加し、85歳以上の在宅医療需要は62％増加することが見込まれる。
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医療機関の連携・再編・集約化について

• 医療の質や医療従事者の持続可能な働き方の確保の観点も踏まえ、手術等の医療資源を多く要する医療は、急性
期機能を担う医療機関に集約していき、高齢者救急については、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関を
中心に複数の医療機関が面で対応するといった連携・再編・集約化に係る基本的な方針を、都道府県全体で共有
することが重要。

• 医療需要の変化や医療の担い手の減少に対応した効率的な医療提供体制の構築が必要。大都市部等において、医
療提供体制が非効率であることは、当該地域での医師の働き方や、結果として医師の偏在を助長する懸念などが
あり、人口の少ない地域に限らず、それぞれの地域ごとに状況に応じた、連携・再編・集約化の取組が重要。

• 手術については、医療の質や医療安全の確保のため、がんの手術、高度な手術等は症例数や人材の集約が必要で
あり、地域の医療資源に応じて、構想区域内や、構想区域よりも広域な単位での集約を検討する。また、胆嚢炎
の手術等、頻度が高い全身麻酔を要する手術については、構想区域内での提供が求められるが、医療資源が潤沢
でない地域で、小規模に同じ診療科の手術を実施する複数の医療機関がある場合等は、体制の検討が必要。

• 救急については、上り搬送や下り搬送を活用しながら、急性期拠点機能や高齢者救急・地域急性期機能を担う医
療機関等により救急対応を確保することが必要。上り搬送や下り搬送等の連携の取組や、地域医療構想の方向性
を踏まえた「実施基準」の検討が必要。

• 連携・再編・集約化を進めるに当たっては、同時に、地域住民が必要なときに必要な医療へ適切にアクセスでき
る体制の維持・確保が重要。

連携・再編・集約化の必要性

12

• 医療需要の減少や質的変化、医療従事者の減少や地域偏在に対応し、持続的に医療の質や医療従
事者の働き方の確保をしていくよう、地域ごとに効率的な医療提供体制の構築が必要。急性期拠

点機能や急性期病床の集約化をはじめとして、地域の実情に応じて救急車の受入、手術、休日・

夜間の対応等について、連携・再編・集約化の取組を進めていく。



構想区域と二次医療圏について

• 構想区域は、二次医療圏と原則一致するものとして設定してきており、2040年に向けた医療提供体制の構築の単

位として、構想区域の見直しを検討するとともに、第９次医療計画に向け、二次医療圏も構想区域と原則として

一致させていく必要がある。また、５疾病６事業等の圏域設定についても、各分野の特性を踏まえた検討が必要

となる。

構想区域 二次医療圏

圏域数 ３３９構想区域（令和７年５月現在） ３３０医療圏（令和７年５月現在）

定義

人口構造の変化の見通し（中略）その他の事情を考
慮して、一体の区域として地域における医療機関機
能の分化及び連携並びに病床の機能の分化及び連携
を推進することが相当であると認められる区域を単
位として設定。

地理的条件等の自然的条件及び（中略）社会的条件
を考慮して、一体の区域として病院及び診療所にお
ける入院に係る医療を提供する体制の確保を図るこ
とが相当であると認められるものを単位として設定。

設定する病床数 必要病床数 基準病床数

区域の設定 二次医療圏と原則一致するものとして設定
人口規模が20万人未満で、特に、流入患者割合が
20％未満であり、流出患者割合が20％以上である
場合に、設定の見直しを検討

・2040年に向けた医療提供体制の構築の単位として、構想区域の見直しを検討

・第９次医療計画に向け、二次医療圏も、構想区域と原則として一致させる

• 周産期医療については、二次医療圏
にこだわらず、地域の分娩取扱施設
の状況等を踏まえて、周産期医療圏
を設定し、周産期医療の提供体制を
構築している。

例）周産期医療 ２６３区域（令和６年４月時点）

• がん医療については、二次医療圏を
超えて、効率的ながん医療の提供の
ため、集約化を含めた、がん医療提
供体制の検討を推進することとされ
ている。

例）がん医療 ３３６区域（令和６年８月時点）

構想区域と二次医療圏について

５疾病６事業等での圏域設定

これまで５疾病６事業については、必ず
しも二次医療圏設定を基本とせず、領域
ごとに医療圏や圏域を設定する等により、
それぞれの医療提供体制の確保に取り組
んでいる。
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○ 急性期拠点機能は、手術等の急性期医療を集約して提供するものであり、頻度が高く、救急対応や手術・処置等を要する疾患に対応
できる総合性を確保するとともに、政策医療を含めた関連する役割を総合的に担うことが求められるが、こうした基本的な役割を踏ま
え、具体的にどの程度の範囲の総合性や政策的役割を求めることとするかは、同一都道府県内であっても構想区域ごとに異なりうる。

○ 高齢者救急・地域急性期機能は、増加する高齢者救急を中心とした救急患者の受入を行うとともに、入院中のリハビリテーションや
退院調整等の機能の強化が求められるが、病床規模や医療従事者の人員数、救急搬送受入件数の規模は相当程度幅があると考えられる。

○ 周囲に病院が限られている地域や、高齢者救急の増加が著しい都市部等において、急性期拠点機能を担う医療機関が増加する高齢者
救急の受入を行っていくことや、大都市型の地域や一部の地方都市型の地域において、救急搬送を多く受け入れる高齢者救急・地域急
性期機能を担う医療機関が、高齢者救急に関連する頻度の高い手術・処置等を行っていくことも考えられるが、医療機関機能に応じた
基本的な役割分担の方向性は確保した上で、その具体的なあり方について地域で協議を行うことが重要である。

急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保について

医療機関機能を踏まえた役割分担

急性期拠点機能を確保すべき数

○ 急性期拠点機能の確保の単位としては、急性期拠点機能を担う医療機関において、待機的な手術だけでなく、休日・夜間を含めた緊
急手術に対応していく必要があること、二次医療圏内で２日に１日以上緊急手術が発生する医療圏は人口30万人以上が多いこと等を踏
まえ、2040年の人口推計をもとに、人口20万人から30万人程度につき一か所程度が目安となる。

○ 地域の協議においては、この目安だけでなく、患者の流出入の状況や区域全体及び各医療機関の全国的な水準と比較した診療実績、
2040年に向けた症例数や医療従事者の確保の見込み等を総合的に勘案し、将来的な医療機関の役割分担に資するよう設定する。
（※）構想区域ごとに設定することが基本であるが、都道府県全体として人口規模が限られている場合等では都道府県単位で設定することも考えられる。

• 急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保に係る協議の目的は、地域における持続可能な入院医療提

供体制の構築に向け、手術や救急医療等の役割分担を進めていくことにある。

• まず急性期拠点機能について確保すべき医療機関数を設定した上で、各医療機関機能を担う医療機関を決定し、医

療機関機能に応じた基本的な役割分担の方向性を踏まえ、地域での具体的な役割分担のあり方について協議を行う。

医療機関機能の確保に向けた協議

○ 急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保に係る協議は、地域における持続可能な入院医療提供体制の構築に向け、手
術や救急医療等の役割分担を進めていくためのものであり、単に医療機関機能の形式的な決定自体を目的にするのではなく、必要な医
療提供体制の確保に資するかという観点から、連携・再編・集約化や役割分担の方向性も見据えながら検討を行うことが重要である。
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急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保に係る協議の進め方

急性期拠点機能を担う
医療機関の数の設定

各医療機関機能を担う
医療機関の決定

地域において担うべき役割や
医療機関間の役割分担

に係る協議

協議の進め方

• 設定した区域に基づき、急性期機能を担う医療機関について、2040年の人

口推計をもとに人口20万人から30万人程度につき一か所程度を目安に確保。

• 人口規模のみではなく、患者の流出入の状況や区域全体･各医療機関の診

療実績、医療従事者の確保の見込み等を総合的に勘案。

• 急性期拠点機能を担う医療機関数を整理した上で、どの医療機関が急性期

拠点機能を担うかについて、連携･再編･集約化の方向性も踏まえ協議。

• その際、急性期拠点機能としての役割を満たすことができるよう、人的協

力の取り決め等を併せて確認。

• 各医療機関機能を担う医療機関が当該地域において求められる役割に向け

た具体的な取組について協議。

• 急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関の間での、

手術や救急医療に係る具体的な役割分担のあり方について協議。

15

構想区域の設定
• 2040年に向けた医療提供体制の構築を見据え、急性期拠点機能の確保の観

点から、急性期医療の需要に対応する体制を合理的に確保できる単位とし

て設定。



高齢者救急について

高齢者救急の基本的な考え方

• 年齢や疾患のみで一律に区分することは困難

• 手術等を要する割合は相対的に低い

• 包括的な入院医療の提供の必要性

高齢者救急・
地域急性期機能

対応のイメージ

①

• 包括期機能を有する病床での高齢者救急の受入。

• ADL低下防止や早期の在宅復帰に向けた、入院早期からのリ
ハビリテーション･退院支援等を実施。

• 休日・夜間を含む高齢者施設等からの外来受診への対応

②

• 地域の医療資源や医療需要も踏まえた役割分担に係る協議。

• 高齢者救急の特徴を踏まえた実施基準への反映。

• 下り搬送や上り搬送を活用した受入後の連携体制の構築。

※救急者の適時・適切な利用に向けた取組も併せて検討

③

• 多職種連携や他の施設等との連携により、退院後のリハビリ
テーション等の切れ目のない提供体制を確保。

• 相互理解を前提とした、退院先としての介護保険施設の活用。

• 協力医療機関として、高齢者施設との平時からの連携、状態
悪化時の受診及び搬送のルールの整理。

③
①

具体的な取組

• 今後増加が見込まれる高齢者救急については、年齢や疾患による一律の区分は困難であるものの、手術や一定の
処置等が必要となる割合は高齢化するほど低下し、また、治療だけでなく、在宅復帰も見据えたリハビリや退院
支援等、包括的な入院医療の提供が求められる。

• こうした特徴を踏まえ、高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関は、急性期拠点機能を担う医療機関との連
携による受入体制や、リハビリテーションの実施体制、在宅医療・介護との連携体制を確保していくことが重要。

○ 高齢者救急・地域急性期機能を中心に、急性期拠点機能
と連携しつつ、適切な役割分担による受入体制を確保。

○ 在宅医療・介護とも連携し、入院早期から退院後までの
切れ目のないリハビリテーション等の提供を確保。

在宅医療

急性期拠点機能

②

介護保険
施設等
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役割分担、相互連携によ
る受入体制の確保

在宅・介護との連携
等による切れ目のない

退院・療養支援



2025年度病床機能報告について

※1：端数処理をしているため、病床数の合計値が合わない場合や、機能ごとの病床数の割合を合計しても100％にならない場合がある
※2：平成25年度(2013年度) のＮＤＢのレセプトデータ 、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年(2013年）３月中位推計）』等を用いて推計
※3：令和６年度(2024年度) のＮＤＢのレセプトデータ、国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和５年(2023年）推計）』等を用いて、現在の構想区域

（令和６年度）を前提に機械的に試算したもの
※4：病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量は、各構想区域の病床数を機械的に足し合わせたものであり、また、それぞれ計算方法が異なることから、単純に比較

  するのではなく、詳細な分析や検討を行った上で地域医療構想調整会議で協議を行うことが重要。

出典：2025年度病床機能報告

2025年度病床機能報告2025年の病床数の必要量

合計 119.1万床

※2 ※4

（各医療機関が病棟単位で報告）※4

合計 116.4万床

2025年

2040年の病床数の必要量の機械的試算

※3 ※4

合計 106.9万床

（2028年度（令和10年度）末までに、都道府県が地域の実情（構想区域の

見直し等）も考慮し設定するものであり、あくまで参考値である点に留意）

（入院受療率や推計人口から算出した2025年の

医療需要に基づく推計（平成28年度末時点）） 2025年７月時点

慢性期

28.4万床 (24%)

回復期

37.5万床 (31%)

急性期

40.1万床 (34%)

高度急性期

13.0万床 (11%)

慢性期

29.3万床 (25%)

慢性期

28.0万床 (26%)

回復期

21.1万床 (18%)

包括期

41.6万床 (39%)

高度急性期・急性期

66.0万床 (57%)

高度急性期・急性期

37.4万床 (35%)
急性期

50.0万床 
(43%)

高度急性期
16.0万床 
(14%)

急性期
24.0万床 
(22%)

高度急性期
13.4万床 
(13%)
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アクセスの確保について

• 今後の医療需要の減少等に向け、人口の少ない地域でも効率的に一定の医療の質を確保するためには、ICTの活用も
含めた取り組みが必要となる。地域ごとの特性に応じて、集約して一定の機能を有する病院を圏域で確保すること
のほか、日常的な診療について、D to P with Nも含めたオンライン診療の活用をすること、地域で確保が難しい
医療サービスについて、通院等の負担軽減施策を講じること等が考えられる。

離島へき地におけるオンライン診療(D to P with N)の活用事例 へき地における患者の通院負担軽減に関する事業の例

岩国市柱島において、本土から来た看護師が患者のオンライ

ンによる受診を支援し、患者が受診できる機会を増やす取組

が行われた。看護師が患者のそばにいる状態で行われるオン

ライン診療についての有用性が指摘されている。

へき地の患者が、近隣の医療機関まで受診するにあたり、そ

の負担を軽減するための事業が行われている。北海道では、

無医地区等から、市街地へ向かう公共交通機関として「へき

地患者輸送バス」の整備等が行われている。
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慢性期の医療提供体制の一体的な確保について

○ 慢性期の医療提供体制の確保に向け、慢性期の必要病床数や在宅医療需要の将来見込み、介護保険サービスの見込みを一体的に把握する必要。

慢性期の医療需要の一体的な把握

療養病床
○ 慢性期の必要病床数の見込み
○ 現在の療養病床数

在宅医療
○ 慢性期、在宅医療の需要の見込み
○ 在宅医療を提供する医療機関数
○ 訪問看護ステーションの配置・人員の状況・
サービス提供範囲、看護師の確保状況

○ 訪問歯科、訪問薬剤管理指導等の提供体制
○ 訪問介護員の確保状況や看多機の事業所数等

介護保険施設
○ 整備の見込み量
○ 介護保険施設の定員数・人口当たり定員数
○ 協力医療機関の確保状況
○ 提供可能な医療行為の範囲

在宅医療の提供・介護保険施設活用の方向性

在宅医療の提供
○ 地域における24時間の提供体制の確保に当たり、在宅医療等連携機能を担う医療機関、在宅医療を担う他の医療機関、訪問看護ステーション、歯
科医療機関、薬局、介護サービス事業所、高齢者施設等が協同しながら地域で面として在宅医療を支える体制を整備。

介護保険施設の活用
○ 広く慢性期医療の需要について、介護保険施設を含め在宅医療や療養病床と組み合わせて対応。
○ 介護老人保健施設、介護医療院等では、慢性期の医療ニーズを有する者の受入や高齢者の入院前や退院後を支える役割を担うことが求められる。

2024年度 2040年度（改革モデル）

構想区域 構想区域名称 病床数 必要病床数

XXXX ○○ 高度急性期 XXX XXX

XXXX ○○ 急性期 XXX XXX

XXXX ○○ 包括期 XXX XXX

XXXX ○○ 慢性期 XXX XXX

2024年度から2040年度にかけた（必要）病床数推移

医療機能

• 高齢者人口の増加に伴い、医療と介護の複合ニーズを有する者、認知症を有する者等が増加することが見込まれてお
り、入院医療、在宅医療、介護保険施設が、それぞれの機能に応じて役割分担しつつ、連携する体制の確保が重要。

• 慢性期の医療需要は、療養病床、在宅医療、介護保険施設のいずれかのみで受け止めるものではなく、地域に既に存
在する資源を組み合わせて支えるという観点で検討する必要がある。

在宅医療、介護との連携に係る個別の課題の把握・協議
19



在宅医療に係る提供体制の構築について

在宅医療の現状・課題

○ 2040年に向けて、在宅医療の需要の増加が見込まれる中、在宅医療を提供する診療所数は近年横ばいであり、特に人口の少ない地域
ほど、在宅医療において病院が担う役割が大きくなる傾向が見られる。

○ また、地域の在宅医療の提供体制の整備に当たっては、訪問診療・往診だけでなく、訪問看護や訪問歯科診療、訪問薬剤管理指導、
訪問リハビリテーション、訪問栄養食事指導、訪問介護をはじめとする介護保険サービスの提供体制についても併せて検討が必要。

在宅医療を担う診療所数の推移 病院の訪問診療料算定割合（人口規模別）

在宅医療に係る提供体制の整備の方向性

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 50 100 150 200 250 300 350 400

病院による提供が多い

診療所による提供が多い

資料出所：厚生労働省「医療施設調査」を基に厚生労働省医政局地域医療計画課において作成

資料出所：2023年10月NDBデータ、総務省「住民基本台帳人口」（2024年1月）を基に厚生労働省医政局地域医療計画課において作成

※ 訪問診療料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定件数について、病院が算定した割合を集計

○ 在宅医療については、地域の慢性期医療の受け皿の一つとして、療養病床や介護保険施設の整備と一体的に考えていくとともに、従
来の体制による在宅医療の提供の維持が難しい場合には、地域の病院等が在宅医療等連携機能として新たに在宅医療を担うことも含め、
地域全体として必要な在宅医療を提供できる体制を確保していく。

○ 在宅医療等連携機能を担う医療機関は、 技術的支援も含めた訪問看護ステーション等との連携や、そのほか歯科医療機関、薬局、介
護サービス事業所、高齢者施設等との連携体制を構築していくことが重要。

19,501 19,950 20,597 20,167 20,187 
18,906 

0

5,000
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15,000
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25,000

H20 H23 H26 H29 R2 R5

施

設

数

訪問診療を行う診療所の数
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在宅医療等連携機能の確保に係る協議の進め方

慢性期の医療需要の
一体的な把握

慢性期の医療提供体制としての
在宅医療の方向性に係る協議

在宅医療等連携機能を担う
医療機関の役割に係る協議

協議の進め方

• 慢性期の医療需要に対応する体制として、療養病床、在宅医療及び介護保

険施設について、地域の資源を踏まえ一体的に検討。

• 慢性期の必要病床数や在宅医療需要の将来見込み、介護保険サービスの見

込みを踏まえ、将来的な需要量の傾向を把握。

• 地域における、療養病床数、在宅医療を提供する医療機関数、介護保険施

設の定員数等を把握し、現在の医療・介護資源の状況を確認。

• 慢性期の医療需要の見込みに対し、療養病床や介護保険施設を活用しつつ、

在宅医療をどの程度提供するかの方向性を検討。

• これまでの在宅医療提供体制の状況や今後の需要及び提供の見込みを踏ま

え、在宅医療等連携機能を担う医療機関が具体的に求められる役割や範囲

を検討。
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在宅医療等連携機能を担う医療機関の役割について

• 在宅医療等連携機能を担う医療機関に具体的に求められる役割や範囲は様々であり、地域の実情を踏まえ協議

を行う。

• また、具体的に担う役割に応じて、診療所や訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機関、介護サービス事業

所等の在宅医療を支える関係者や高齢者施設等との連携を図っていくことが重要。

役割 概要

在宅医療の後方支援 急変時に入院対応が必要な患者の受入先としてバックベッドを確保した上で、必要時の入院受入を行う

往診の実施
休日・夜間等において、診療所のみでは対応が困難な場合に、必要に応じて自ら往診等の診療の補完を
行う

訪問診療の実施
小児や医療的ケア児等に対する専門性の高い在宅医療も含め、在宅医療を担 う診療所と連携して、自
ら訪問診療を行う

訪問看護の提供 地域の資源の状況に応じて、自施設での訪問看護の提供を行う

連携先 概要

在宅医療を担う診療所
連携する診療所等との定期的なカンファレンスを開催し、患者情報を共有するとともに、休日・夜間
等の連携体制を構築する

歯科医療機関、薬局、
介護サービス事業所等

ICT 等の活用により、患者の病状、服薬状況、口腔機能、栄養状態、ADL、 介護の状況等について、
必要な情報を関係者間で平時から共有できる体制の整備や、定期的なカンファレンス、急変時の連絡
体制の整備等を行う 

高齢者施設等
高齢者救急・地域急性期機能を担う医療機関と同様、高齢者施設等の協力医療機関として、入所者の
急変時の相談対応や診療、入院対応を行う 

自施設で担う役割の例

他の施設との連携の例
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医療と介護の相互理解に基づく切れ目のない退院・療養支援体制の構築

• 高齢者の増加に伴い、退院後の受け皿として介護保険施設や居宅サービスを適切に活用できる体制を整備する
ことが重要であり、医療機関と介護保険施設との間で役割や機能の理解を共有し、退院支援及び退院後の受入
れに関する連携を進める必要がある。

• また、医療と介護の複合ニーズを有する高齢者施設入所者について、状態変化が生じた際に必要な医療を速や
かに受けることができる体制を確保することが重要。

①医療機関と介護保険施設の連携による早期退院に向けた取組

②高齢者施設入所者が適切な医療を受けることができる体制の構築

医療機関

介護保険施設

連携

○ 医療機関へ入院した患者について、状態に応じて適切な時期に退
院し、その後の療養や生活の場に円滑に移行できるよう、入院患者
の退院先として介護老人保険施設、介護医療院、特別養護老人ホー
ムを活用していくことについて、認識を共有し、連携を推進。

都道府県、市町村等
【協議事項の例】
・ 介護保険施設における医療提供やリハビリテーション等の機能について
の理解促進

・ 入院中の患者の状態像、介護保険施設での受入可能な状態の整理、共有
・ 退院調整に係るタイムスケジュール、情報連携の内容の共有
・ 医療機関と介護保険施設のマッチング等（協力医療機関）

在宅医療・介護連携に係る
協議の場等の活用

○ 医療と介護の双方のニーズを有する高齢者施設入所者について、
日常的な健康管理、状態変化時に必要な介入を適時・適切に行い、
重症化を未然に防ぐ観点から連携を推進。

【協議事項の例】
・ 高齢者施設における協力医療機関の確保
・ 利用者の状態変化時における相談、受診及び搬送ルールの整理
・ 平時からの診療情報、服薬情報、介護の留意点等の共有
・ 状態悪化等による入院後の再入所に係る運用

高齢者施設

①

②

協議
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大学病院本院による人的協力の進め方の例（実例を踏まえたイメージ）

○大学病院本院は、当該大学病院の医局に属する医師数等を整理し、医局から医師を派遣している都道府県に対して情報を

共有する。

各大学医局に属する医師数（診療科毎）

地域枠医師数

構想区域・医療機関別の医師配置状況 等

① 大学病院本院は都道府県に対し、医局に属する医師数等の情報を共有

○地域医療構想調整会議において、以下のような情報を踏まえながら、各医療機関において必要となる医師数を整理する。

構想区域毎の各区域の医療機関機能の状況（急性期拠点の数など）

上記の病院における現在の医師数（うち、各大学に属する医師数・地域枠の医師数）

各医療機関の2040年を見据えた医療機関機能等に係る取組

構想区域の今後の人口推計等を踏まえた医療需要の見込み 等

② 都道府県は地域医療構想を踏まえながら、地域で特に医師の派遣が必要な病院を調整

③ 都道府県は、都道府県内全体の状況を整理した上で、大学病院本院に共有し、大学病院本院と都道府県間

で医師の派遣先を調整

• 新たな地域医療構想において、大学病院本院の機能として、医師等に係る人的協力が求められる。地域医療構想に

沿った派遣が行われるよう、例として、以下のような取組が考えられる。
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地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール

• 遅くとも2028年度までに、急性期拠点機能を報告する医療機関を含めた医療機関の設定など、課題に応じて、
対応案を検討・決定する

• その際、病床数等だけでなく、働き方の改善も含めた医療従事者の確保や医療機関へのアクセス等の様々な要
素を踏まえた案を複数設定し協議を行う。具体的には、医療提供体制への影響、医療へのアクセス、医療の担い
手の確保等の観点に係るメリット・デメリット等を比較考量し、対応案について協議の上、取組方針を決定し、地
域医療構想を策定する

• 基本となるデータとして人口推計、現在の病床数、人材等の医療資源、必要病床数等の将来の見込み等を関
係者で共有する

• 現在の構想区域について、必要病床数の議論をするという観点や、医療機関機能の確保を行う単位という観
点を踏まえて、構想区域の設定について検討し、必要に応じて見直し

➢ 医療機関の連携・再編・集約化など、医療提供体制構築のための議論

⇒人口20万人以上を目安としながら検討

➢ 必要病床数の運用 

⇒区域の人口や医療機関数、流出入等を踏まえて設定

• 設定した構想区域における必要病床数を算出する

• 入院医療をはじめとした医療提供や人材の確保についての地域における課題をデータに基づき把握し、当該地域
で中心となる課題や都道府県全体で取り組むべき課題や目的を設定

現状・課題

の把握

区域の設定

設定した区域
の課題の把握

取組の決定

取組の推進 • 2040年を見据えた医療提供体制について、2035年を目途に、一定の成果を確保する

地域医療構想の策定と取り組みの進め方年度

※ 議論のために必要なデータ等のうち、国から提供する必要があるものについて、国から都道府県に対し、順次提供。また、国から都道府県に対して、定期的に地域医療構想の策定や推進に資するた
めの研修を実施予定。

～2028年度末

～2027年度

上半期頃

～2035年度
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地域医療構想の策定 取組の推進

○ 人口構造の変化、医療需要の見通し、医療資源の状況等を踏まえ、地域医療構想調整会議における協議を通じて、
地域の医療提供体制の方向性を整理し、2028年度末までに地域医療構想を策定する。

○ 医療需要の変化や医療提供体制の状況など、策定した地域医療構想の内容を踏まえ、具体の実行計画として、
2029年度頃に第９次医療計画を策定する。

地域医療構想

５疾病・６事業

  ２０２６ ２０２７ ２０２８  ２０２９   ２０３０～

（令和８年度） （令和９年度） （令和10年度） （令和11年度） （令和12年度）

構想区域の設定、
必要病床数の算出、
区域の課題把握 等

かかりつけ医機能の確保に関する地域の協議（都道府県）

精神医療に係
る検討（国）

現状把握 等 2040年に担う
医療機関機能の

決定 等

2040年を見据えた医療提供体制に
ついて、2035年を目途に、一定の
成果を確保

外来医療計画、医師確保計

画、在宅医療に関する事業
第９次医療計画第８次計画（前期） 第８次計画（後期）

第８次計画(後期)
の作成(都道府県)

第９次医療計画第８次医療計画（※）
※ 救命救急センターやがん診療連携拠点病院のあり方、周産期医療等、個別の事
業の課題を第９次医療計画に向けて継続的に検討し、必要に応じて見直しを行う。

第９次計画の検
討（国）

第９次計画の検
討（国）

第９次計画の
作成(都道府県)

第９次計画の
作成(都道府県)

国と都道府県の実務者協議（地域医療構想の策定状
況や医療計画の取組等に係る課題を国と都道府県で
共有）

2040年に向けた地域医療構想と医療計画の進め方

26


	地域医療構想とは
	スライド 0: 2040年に向けた地域医療構想について
	スライド 1: 地域医療構想及び医療計画の策定の枠組み
	スライド 2

	新たな地域医療構想概要
	スライド 3

	調整会議
	スライド 4: 地域医療構想の検討体制

	医療機関機能報告・病床機能報告
	スライド 5: 医療機関機能について
	スライド 6: 医療機関機能報告について
	スライド 7: 病床機能報告について

	データの活用
	スライド 8: 地域医療構想の取組の推進に向けたデータ活用支援

	2040年の課題等
	スライド 9: 2040年頃に向けた医療の課題
	スライド 10: 2040年の医療需要について①
	スライド 11: 2040年の医療需要について②
	スライド 12: 医療機関の連携・再編・集約化について

	構想区域
	スライド 13: 構想区域と二次医療圏について

	入院
	スライド 14: 急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保について
	スライド 15: 急性期拠点機能及び高齢者救急・地域急性期機能の確保に係る協議の進め方

	高齢者救急について
	スライド 16: 高齢者救急について

	病床について
	スライド 17: 2025年度病床機能報告について

	外来
	スライド 18: アクセスの確保について

	慢性期医療
	スライド 19: 慢性期の医療提供体制の一体的な確保について

	在宅
	スライド 20: 在宅医療に係る提供体制の構築について
	スライド 21: 在宅医療等連携機能の確保に係る協議の進め方
	スライド 22: 在宅医療等連携機能を担う医療機関の役割について

	介護との連携
	スライド 23: 医療と介護の相互理解に基づく切れ目のない退院・療養支援体制の構築

	人材確保
	スライド 24: 大学病院本院による人的協力の進め方の例（実例を踏まえたイメージ）
	スライド 25: 地域医療構想の策定・推進に向けたスケジュール
	スライド 26


